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1  地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

(1) 対象地域 

構成市町村名 ： 菊池市、合志市、大津町、菊陽町 

面 積    ： 466.60km2 

人 口    ： 186,517人 （平成 30年 3月 31日現在） 

 

表 1 構成市町の内訳 

 菊池市 合志市 大津町 菊陽町 合計 

面積（km2） 276.85 53.19 99.10 37.46 466.60 

人口（人） 49,164 61,652 34,366 41,335 186,517 

 

(2) 計画期間 

本計画は、平成 31年 4月 1日から令和 6年 3月 31日までの 5年間を計画期間とする。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すも

のとする。 

 

(3) 基本的な方向 

菊池環境保全組合を構成する市町（以下、「本地域」という）は、熊本市の都市圏拡大に伴っ

てベッドタウンとして発展するとともに、熊本市近郊の大型商業圏としてだけでなく、県内有

数の製造業等の発展によって、本地域の人口は増加を続けている。 

生活系ごみの排出量は、人口の増加とともに増加傾向にあり、1人当たりの排出量について

もやや増加している。今後は、ごみの減量化や再利用及び再資源化に関する啓発を徹底する

とともに、家庭から排出される生ごみの減量化等の推進により排出抑制を図っていくものと

している。また、事業系一般廃棄物の排出量は、大型商業店舗の進出等に伴い今後も増加し

ていくことが予想されるが、資源ごみのより一層の分別の徹底等によって再生利用を促して

いくと同時に、排出抑制に向けた取り組みを図っていくものとしている。 

本地域のごみ処理については、菊池環境保全組合が管理・運営する東部清掃工場と環境美

化センターにて、菊池市（配置分合による廃止前の泗水町）と合志市、大津町、菊陽町でご

み処理を行ってきた。その後、本地域における今後のごみ処理について協議を行い、菊池環

境保全組合を構成する菊池市、合志市、大津町、菊陽町にて共同で可燃ごみ等の処理を行う

こととし、新施設の建設、管理・運営を行うこととした。平成 26年 1月に平成 31年 3月 31

日までの 5 年間を計画期間とした「菊池環境保全組合循環型社会形成推進地域計画（以下、

「第 1 期計画」という）を策定し、本地域におけるごみの排出抑制や再資源化の推進と新た

なごみ処理体制の構築のためのエネルギー回収型廃棄物処理施設及び最終処分場の整備に努

めている。 

本地域における循環型社会の形成に向け、第 1 期計画に続く第 2 期計画を策定し、本地域
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におけるごみの排出抑制や再資源化を引き続き推進する。 

 

(4) 広域処理の検討状況 

本地域のごみ処理については、これまで菊池市（廃置分合による廃止前の泗水町）と合志

市、大津町、菊陽町から発生する一般廃棄物は、共同設置した一部事務組合である菊池環境

保全組合が管理・運営する、東部清掃工場及び環境美化センターで処理を行い、菊池市（廃

置分合による廃止前の菊池市、七城町、旭志村）から発生する一般廃棄物は、菊池市が管理・

運営するエコ・ヴィレッジ旭及び民間業者への処理委託で処理を行ってきた。 

しかし、廃棄物の適正かつ効率的な処理を推進することを目的に、熊本県が平成 11年 3月

に策定した、「熊本県一般廃棄物処理広域化計画」の趣旨に従い、菊池環境保全組合の構成市

町全域での広域処理へ転換することとした。 
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2  循環型社会形成推進のための現状と目標 

(1) 一般廃棄物等の処理の現状 

平成 29年度の一般廃棄物の排出、処理状況は、図 1に示すとおりである。 

総排出量は、集団回収量も含め、51,775トンであり、再生利用される「総資源化量」は 11,462

トン、リサイクル率（＝（直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回収量）÷（ごみ

の総処理量＋集団回収量））は 22.1％である。 

中間処理による減量化量は 34,558 トンであり、集団回収量を除いた排出量のおおむね

69.7％が減量化されている。また、集団回収量を除いた排出量の 11.6％に当たる 5,755 ト

ンが埋め立てられている。 

なお、中間処理量のうち、焼却量は 35,247トンである。本地域のうち菊池市（廃置分合

による廃止前の菊池市、七城町、旭志村）では、可燃ごみ等を固形燃料にすることにより、

5,779ｔのごみ固形燃料を発電事業者へ送っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※数値は四捨五入表記しているため、合計と一致しない場合がある。 

 

図 1 一般廃棄物の処理状況フロー（平成 29年度） 
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(2) 一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表 2

のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表 2 減量化、再生利用に関する現状と目標 

指  標 
現状（割合※1） 

（平成 29年度） 

目標（割合※1） 

（令和 6年度） 

人  口  186,517 人  199,967人 

排出量 

事業系 
総排出量 

1事業所当たりの排出量※2 

     12,400トン 

      2.07トン/事業所 

 10,081 トン （-18.7%） 

 1.68 トン/事業所 （-18.8%） 

生活系 
総排出量 

1人当たりの排出量※3 

37,211トン 

      180 kg/人 

 38,625 トン （  3.8%） 

     173 kg/人 （ -3.9%） 

合計 事業系生活系排出量合計      49,611トン  48,706 トン （ -1.8%） 

再生利用量 
直接資源化量 

総資源化量 

191トン（0.4%） 

11,462トン（22.1%） 

 32 トン （  0.1%） 

 6,679 トン  ( 12.9%） 

エネルギー

回収量 
エネルギー回収量（年間の発電電力量） －  20,832 MWh 

最終処分量 埋立最終処分量  5,755 トン（11.6%）  6,520 トン （ 13.4%） 

※1 排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収

量に対する割合。 

※2 （１事業所当たりの排出量） ＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝/（事業所数） 

※3 （１人当たりの排出量）   ＝｛（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝/（人口） 

 

≪用語の定義≫ 

排 出 量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収量された量を除く。）［単位：トン］ 

再 生 利 用 量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和［単位：トン］ 

エ ネ ル ギ ー 回 収 量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量［単位：MWh］ 

減 量 化 量：中間処理量と処理後の残渣量の差［単位：トン］ 

最 終 処 分 量：埋立処分された量［単位：トン］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※数値は四捨五入表記しているため、合計と一致しない場合がある。 

図 2 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 6年度） 
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3  施策の内容 

(1) 発生抑制、再使用の推進 

本地域の構成市町において、以下の施策を展開することにより、廃棄物の発生抑制及び再

使用の推進を図っていく。 

 

 有料化の継続 

現在、事業系一般廃棄物及びごみ処理施設へ直接搬入される生活系廃棄物については、

従量制により課金し、直接納入方式により処理料金を徴収している。収集運搬している生

活系廃棄物については、指定袋を媒体とした均一従量制により課金し、小売店前納方式に

より、処理料金を徴収している。 

ごみ処理費用の公平負担化や経済的動機付けにより、排出者のごみ問題に対する関心を

深め、ごみ減量化に取り組むため、今度もごみ処理費用の有料化を継続し、必要に応じて

料金の見直しを行っていく。 

 

 環境教育、普及啓発の充実 

住民、事業者に対してごみの減量化、再利用及び再資源化、さらにはごみの適切な出し

方に関する啓発を徹底するとともに、啓発が効果的となるよう関係団体と協力していく。 

また、広報紙やホームページ等を利用して啓発を行い、住民のごみ減量化に関する意識

の向上を図る。さらに、環境教育の一環として児童の施設見学等、教育啓発活動に積極的

に取り組んでいく。 

 

 マイバッグ運動・レジ袋対策 

地域レベルでの過剰包装の抑制方策を検討するとともに、消費者、販売業者等に対する

啓発を積極的に行っていく。また、レジ袋等の使用削減を図るためマイバッグ持参の徹底

等の啓発を行っていく。 

 

 庁用品、公共事業等における再生品等の使用の推進 

事務用品、コピー用品、トイレットペーパー等の庁用品に関しては、グリーン購入法の

趣旨に準じた再生品等の使用に努めるとともに、公共事業等においても再生品等の使用を

推進していく。 

 

 生ごみ減量化のための施策の推進 

家庭から排出される生ごみの減量化を目的とし、生ごみ処理機等の購入に対する助成を

行っており、今後もこれらの購入に対する助成を継続していく。  

 

 資源ごみ集団回収の推進 

自治会等で実施されている資源物の回収(集団回収)を積極的に支援するため、構成市町

で実施している集団回収への助成金の交付を引き続き実施し、ごみの再資源化の取り組み

に対する助成を継続していく。 
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(2) 処理体制 

 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

生活系ごみの分別区分及び処理方法については表 3のとおりである。 

可燃ごみについては、菊池環境保全組合が管理・運営する東部清掃工場及び菊池市が管

理・運営するエコ・ヴィレッジ旭の処理施設がある。東部清掃工場は稼働開始後 24年以上

が経過しており、エコ・ヴィレッジ旭はごみ固形燃料による発電事業から離脱する方針を決

定し、施設を廃止することとしている。今後、令和 3年度からの稼働開始を目標に、菊池環

境保全組合で新たにエネルギー回収型廃棄物処理施設を整備することによって施設の集約化

を図り、ごみ処理に伴って得られるエネルギーの回収を行うことで循環型社会に寄与すると

ともに、広域的な処理によりごみ処理の効率化を図っていく。なお、令和 3年度から広域処

理に転換するために、可燃ごみの分別区分の統一化に向けて事務を進めている。 

不燃ごみ及び資源物等については、現状の処理体制を維持して再資源化の推進を図って

いくが、より一層の適正処理や資源物回収等の効率化を図るため、令和 3年度からの広域

処理への転換を目標に処理方法の統一化に向けて事務を進めている。 

最終処分については、菊池環境保全組合と菊池市が最終処分場を有しており、それぞれ

に埋立処分を行っているが、いずれも埋め立て可能な有効容量が逼迫してきている。これ

らの最終処分場における残余容量の逼迫に対応するため、新たな最終処分場の整備を推進

していくとともに、長期的に安定した廃棄物行政を目指すために、既存の最終処分場の活

用や最終処分量の削減方策等を検討していく。 

 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

事業系一般廃棄物については、現在の処理体制と同様に直接搬入された廃棄物に対し

て、処分手数料を徴収し処理する計画としている、同時に、多量排出事業者に対して、必

要に応じて減量化計画の策定を指導していく等の排出抑制を実現していくための施策を実

施していく。 

 一般廃棄物処理施設で併せて処理する産業廃棄物の現状と今後 

現状は、公共施設等から排出される残渣が発生しない一部のものを除き、一般廃棄物処

理施設で産業廃棄物の処理を行っていない。今後も同じ取り扱いとする。 

 今後の処理体制の要点 

◇可燃ごみとして処理される廃棄物については、令和 3 年度から新たに 1 施設に集約整備するエ

ネルギー回収型廃棄物処理施設で適正処理し、エネルギーの回収を行う。 

◇不燃ごみ及び資源物等については、より一層の適正処理や資源物回収等の効率化を図るため、

令和 3年度からの広域処理への転換を目標に処理方法の統一化に向けて事務を進めている。 

◇最終処分場については、残余容量の逼迫に対応するため、新たな最終処分場の整備を推進して

いくとともに、長期的に安定した廃棄物行政を目指すために、既存の最終処分場の活用や最終

処分量の削減方策等を検討していく。 

◇ごみ処理体制については、今後も組合構成市町と連携した取り組みにより排出量の削減を推進

していく。 
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(3) 処理施設等の整備 

 廃棄物処理施設 

（2）の処理体制で本地域のごみを処理するため、表 4のとおり必要な施設整備を行う。 

 

表 4 整備する処理施設 

事業 

番号 

整備施設種類 

施設名 
事業名 処理能力 設置予定地 事業期間 

1 
エネルギー回収型 

廃棄物処理施設 

（仮称）菊池環境保全組合 

ごみ処理施設整備事業 
170ｔ/日 合志市内 

H31～R2 

(全体 H30～R2) 

2 最終処分場 
（仮称）菊池環境保全組合 

最終処分場整備事業 
130,538ｍ3 合志市内 

H31～R3 

(全体 H30～R3) 

 

【整備理由】 

事業番号 1：既存施設の老朽化、処理の広域化に伴う処理能力不足、エネルギーの回収 

事業番号 2：既存処分場における残余容量の逼迫、処理の広域化に伴う埋立容量不足 
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(4) 施設整備に関する計画支援事業 

（3）の施設はエネルギー回収型廃棄物処理施設を令和 2年度中、最終処分場を令和 3年度中

の竣工に向け、現在整備中であるため計画支援事業はない。 

 

(5) その他の施策 

その他、本地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

 

 再生利用品の需要拡大事業 

事務用品、コピー用品、トイレットペーパー等の庁用品に関しては、グリーン購入法の趣

旨に準じた再生品等の使用に努めるとともに、公共事業等においても再生品等の使用推進に

努めることで、本地域全体への普及を働きかける。 

 

 廃家電のリサイクルに関する普及啓発 

廃家電等(家電４品目、パソコン)のリサイクルについては、特定家庭用機器再商品化法や

資源有効利用促進法に基づいて、適切な回収又は再商品化がなされるよう、関係団体や小売

店等と協力して啓発を推進していくとともに、リサイクルルートの確保に努める。 

 

 不法投棄対策 

地域の自治会等と一体となり関係法令やごみ出しルールの普及・啓発に努め、廃棄物の不

法投棄に対する監視体制を強化するとともに違反者に対しては厳格な対応を行うことによ

り、不法投棄の防止を図る。 

 

 災害時の廃棄物処理に関する事項 

災害廃棄物については、仮置き場の設定、処理方法等を具体化するため、関係機関での協

議を進めるとともに、災害時における周辺自治体との円滑な連携が図れるよう体制を整える。 

また、本地域の地域防災計画を踏まえた、災害廃棄物処理計画等の策定を今後協議してい

く。 
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4  計画のフォローアップと事後評価 

(1) 計画のフォローアップ 

本計画は毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて熊

本県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

(2) 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計

画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものとする。 
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添付資料 1 対象地域図と施設の現状・予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【エコ・ヴィレッジ旭】(菊池市) 

処理能力：45t/8h(22.5t/8h×2 系列) 

稼働開始年月：平成 16 年 4 月 

【東部清掃工場】(菊池環境保全組合) 

処理能力：135t/24h(67.5t/24h×2 炉) 

稼働開始年月：平成 6 年 7 月 

【環境美化センター】(菊池環境保全組合) 

・再資源化工場 

処理能力：44t/5h  (内訳)粗大・不燃ごみ 16.3t/5h 

         資源物系列  27.7t/5h 

稼働開始年月：平成 10 年 4 月 

 

・埋立処分場 

処理能力：埋立容量：102,200m3 

稼働開始年月：平成 10 年 4 月 

【菊池市リサイクルセンター】(菊池市) 

処理能力：約 100ｍ2 

稼働開始年月：昭和 60 年 4 月 

新 設 

【エネルギー回収型廃棄物処理施設】 

(菊池環境保全組合) 

処理能力：170ｔ/日（85ｔ/24ｈ×2系列） 

 

【最終処分場】(菊池環境保全組合) 

処理能力：埋立容量 130,538ｍ3 

【菊池市一般廃棄物最終処分場】(菊池市) 

処理能力：埋立容量 5,000ｍ3 

稼働開始年月：平成 9 年 12 月 
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添付資料２ 一般廃棄物（ごみ）の処理の現状と目標の設定に関するグラフ 

 

≪人口・事業所数の推移≫ 

 

 

≪排出量（事業系生活系排出量合計）≫ 

 

 

  

実績値 計画値 

実績値 計画値 



 

-13- 

≪事業系ごみ排出量・１事業所当たりの排出量≫ 

 

≪生活系ごみ排出量・１人当たりの排出量≫ 

 

≪減量化量、総資源化量、最終処分量≫ 

 

実績値 計画値 

実績値 計画値 

実績値 計画値 
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添付資料３ 現在及び将来のごみの分別区分 

[菊池市(泗水町の地域)、合志市、大津町、菊陽町]  

現在のごみ分別区分 将来のごみ分別区分 
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[菊池市(泗水町の地域を除く)] 

現在のごみ分別区分 将来のごみ分別区分 
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添付資料４ 現有処理施設の概要 

 

【中間処理施設】 

 (中間処理施設等) 

項  目 内  容 

施 設 名 称 東部清掃工場（焼却施設） 

事 業 主 体 菊池環境保全組合 

所 在 地 熊本県菊池郡大津町古城 1046 番地の 2 

稼 働 開 始 年 月 平成 6年 7月 

処理対象廃棄物 燃やすごみ、可燃性粗大ごみ等 

型式及び処理方式 全連続燃焼方式（ストーカ炉） 

処 理 能 力 135t/24h（67.5t/24h×2炉） 

 

項  目 内  容 

施 設 名 称 環境美化センター（再資源化工場） 

事 業 主 体 菊池環境保全組合 

所 在 地 熊本県菊池郡大津町大津 115 番地 

稼 働 開 始 年 月 平成 10年 4月 

処理対象廃棄物 不燃・埋立ごみ、資源ごみ、不燃性粗大ごみ 

型式及び処理方式 破砕、選別 

処 理 能 力 

44t/5h 

（内訳）粗大・不燃ごみ系列 16.3t/5h 

資源物系列 27.7t/5h 

 

項  目 内  容 

施 設 名 称 ECO village（エコ・ヴィレッジ）旭 

事 業 主 体 菊池市 

所 在 地 熊本県菊池市旭志麓 1250 番地 2 

稼 働 開 始 年 月 平成 16年 4月 

処理対象廃棄物 可燃ごみ、可燃性粗大ごみ等 

型式及び処理方式 固形燃料化 

処 理 能 力 45t/8h（22.5t/8h×2 系列） 

 

項  目 内  容 

施 設 名 称 菊池市リサイクルセンター 

事 業 主 体 菊池市 

所 在 地 熊本県菊池市小木 1711番地 

稼 働 開 始 年 月 昭和 60年 4月 

処理対象廃棄物 不燃ごみ、資源物 

型式及び処理方式 保管（ストックヤード） 

処 理 能 力 約 100 m2 
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 (最終処分場) 

項  目 内  容 

施 設 名 称 環境美化センター（埋立処分場） 

事 業 主 体 菊池環境保全組合 

所 在 地 熊本県菊池郡大津町大津 115 番地 

稼 働 開 始 年 月 平成 10年 4月 

処理対象廃棄物 焼却残渣、選別残渣等 

型式及び処理方式 セル方式及びサンドイッチ方式 

処 理 能 力 埋立容量：102,200 m3 

 

項  目 内  容 

施 設 名 称 菊池市一般廃棄物最終処分場 

事 業 主 体 菊池市 

所 在 地 熊本県菊池市小木 1711番地 

稼 働 開 始 年 月 平成 9年 12月 

処理対象廃棄物 不燃残渣 

型式及び処理方式 サンドイッチ方式 

処 理 能 力 埋立容量：5,000 m3 
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様式 1 

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表 1(平成 31年度) 

1 地域の概要 

(1)地域名 熊本県 菊池環境保全組合 (2)地域内人口 186,517人 (3)地域面積 466.49km2 

(4)構成市町村等名 菊池市、合志市、大津町、菊陽町、菊池環境保全組合 (5)地域の要件* 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪 山村 半島 過疎 その他 

(6)構成市町村に一部事務組合等が含まれる場合、当該組合の状況  

組合を構成する市町村：菊池市、合志市、大津町、菊陽町 設立年月日：昭和 41年 3月 30日 設立 

(組合名：菊池環境保全組合) 

 

2 一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標 

 

指標・単位 

過去の状況・現状(排出量に対する割合) 目 標 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 令和 6年度 

排 出 量 

事業系 事業系総排出量(t) 11,058 11,597 12,008 12,097 12,400 10,081（H29比-18.7%） 

1事業所当たりの排出量(t/事業所) 1.89 1.87 1.95 2.03 2.07  1.68 

生活系 総排出量(t) 35,216 35,614 36,025 36,914 37,211  38,625 （H29比 3.8%） 

1人当たりの排出量(kg/人) 175 176 176 175 180  173 

合 計 事業系生活系排出量合計(t) 46,274 47,211 48,033 49,011 49,611 48,706（H29比-1.8%） 

再 生 利 用 量 
直接資源化量(t) 211（0.5%） 192（0.4%） 187（0.4%） 202（0.4%） 191（0.4%） 32（0.1%） 

総資源化量(t) 10,937（22.4%） 11,079（22.3%） 10,944（21.7%） 12.385（24.1%） 11,462（22.1%） 6,679（12.9%） 

エネルギー回収量 熱回収量(年間の発電電力量 MWh) - - - - -  20,832 

中 間 処 理 に よる 

減 量 化 量 
減量化量(中間処理前後の差 t) 32.625(70.5%) 33,382(70.7%) 33,913(70.6%) 33,189(67.7%) 34,555(69.7%) 38,424（78.9%） 

最 終 処 分 量 埋立最終処分量(t) 5,169(11.2%) 5,234(11.1%) 5,581(11.6%) 5,730(11.7%) 5,755(11.6%) 6,520（13.4%） 

※別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付（添付資料 2） 

 

 

 

 

 

年 
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3 一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定 

施 設 種 別 事業主体 
現有施設の内容 更新、廃止、新設の内容 

備 考 
型式及び処理方式 補助の有無 処理能力(単位) 開始年月 更新、廃止予定年月 更新、廃止理由 型式及び処理方式 

施設竣工 

予定年月 
処理能力(単位) 

エネルギー回収

型廃棄物処理施

設 

菊池環境 

保全組合 
全連続燃焼方式 有 135t/日 H6.7 R3.3 

既存施設の老朽化、 

広域化による能力不足 
全連続燃焼方式 R3.3 170t/日 

(現有施設名) 

東部清掃工場 

最終処分場 
菊池環境 

保全組合 

セル方式及び 

サンドイッチ方式 
有 102,200m3 H10.4 R4.3 

残余容量の逼迫、 

広域化による容量不足 

セル方式及び 

サンドイッチ方

式 

R4.3 130,538m3 

(現有施設名) 

環境美化センター  

埋立処分場 

マテリアル 

リサイクル施設 

菊池環境 

保全組合 
破砕・選別 有 44t/日 H10.4 － － － － － 

(現有施設名) 

環境美化センター  

再資源化工場 

固形燃料化施設 菊 池 市 固形燃料化 有 45t/日 H16.4 R3.3 広域化による施設廃止 － － － 
(現有施設名) 

エコ・ヴィレッジ旭 

ストックヤード 菊 池 市 保管 無 約 100m2 S60.4 R3.3 広域化による施設廃止 － － － 

(現有施設名) 

菊池市リサイ

クルセンター 

最終処分場 菊 池 市 サンドイッチ方式 有 5,000 m3 H9.12 － － － － － 

(現有施設名) 

菊池市一般廃

棄物最終処分

場 

※計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付（添付資料 1） 
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様式 2 

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表 2（平成 31年度）  

 

 

 

事　業　名　称 単位 開始 終了
平成

31年度
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

平成
31年度

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

11,417,868 1,808,989 9,608,879 0 0 0 9,159,660 1,576,681 7,582,979 0 0 0

1
菊池環境保

全組合
170 ｔ/日 H31 R2 11,417,868 1,808,989 9,608,879 0 0 0 9,159,660 1,576,681 7,582,979 0 0 0

菊池市
合志市
大津町
菊陽町

7,355,144 673,641 3,582,952 3,098,551 0 0 6,511,560 634,998 3,304,920 2,571,642 0 0

2
菊池環境保

全組合
130,538 m3 H31 R3 7,355,144 673,641 3,582,952 3,098,551 0 0 6,511,560 634,998 3,304,920 2,571,642 0 0

菊池市
合志市
大津町
菊陽町

18,773,012 2,482,630 13,191,831 3,098,551 0 0 15,671,220 2,211,679 10,887,899 2,571,642 0 0

事　業　種　別
事業
番号

事業
主体
名称

規模 事業期間 総事業費(千円) 交付対象事業費(千円)

合　　計

備　　考

○最終処分場整備に関する事業

（仮称）菊池環境保全組合
最終処分場整備事業

○エネルギー回収型廃棄物処理
施設整備に関する事業

（仮称）菊池環境保全組合
ごみ処理施設整備事業
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様式 3 
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【参考資料様式 2】 

施設概要(エネルギー回収型廃棄物処理施設系) 

都道府県名  熊 本 県    

 

(1) 事業主体名 菊池環境保全組合 

(2) 施設名称 （仮称）菊池環境保全組合 ごみ処理施設設備事業 

(3) 工 期 令和 1年度 ～ 令和 2年度 （総工期は平成 30年度～令和 2年度） 

(4) 施設規模 処理能力 170t/日 

(5) 形式及び処理方式 全連続式燃焼方式 

(6) 余熱利用の計画 
1.発電の有無 □有 （発電効率   18.01％） ・ 無 

2.熱回収の有無 有 ・ □無  

(7) 地域計画内の役割 
可燃ごみの広域処理を図るとともに、循環的利用を図るためエネルギーの 

回収を行う。 

(8) 廃焼却施設解体 
  工事の有無 

有 ・ □無  

 

「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9) 燃料の利用計画 (該当無し) 

 

「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10)バイオガス利用率   (該当無し) 

(11)バイオガスの利用 
計画 

(該当無し) 

 

(12)事業計画額 
11,417,868千円(令和 1,2年度) ※総額 11,448,000千円(平成 30～令和 2年

度) 
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【参考資料様式 3】 

施設概要(最終処分場系) 

都道府県名  熊 本 県    

 

(1) 事業主体名 菊池環境保全組合 

(2) 施設名称 （仮称）菊池環境保全組合 最終処分場整備事業 

(3) 工 期 令和 1年度 ～ 令和 3年度 （総工期は平成 30～令和 3年度） 

(4) 処分場面積、容積 総面積 約 30,000ｍ2 埋立面積 10,540ｍ2 埋立容積 130,538ｍ3 

(5) 処分場開始年度 

  及び終了年度 

埋立開始 令和 4年度 

埋立終了 令和 23 年度 

(6) 跡地利用計画 (未定) 

(7) 地域計画内の役割 循環型社会の基盤となる最終処分場として位置づける。 

(8) 廃焼却施設解体 
  工事の有無 

有 ・ □無  

 

(9) 事業計画額 
7,355,144 千円(平成 31～令和 3年度) ※総額 7,957,934千円(平成 30～ 

令和 3年度)  

 


